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経済上の連携に関する日本国と欧州連合と
の間の協定に基づく公表
経済上の連携に関する日本国と欧州連合との間
の協定（平成30年条約第15号）第10・１条により
同協定第10章に組み込まれた政府調達に関する協
定（平成７年条約第23号）第19条第１項及び2012
年３月30日ジュネーブで作成された政府調達に関
する協定を改正する議定書第６条第１項の規定に
基づき、関係手続の改正を次のとおり公表する。
平成 31 年２月４日

国立研究開発法人森林研究・整備機構
◎調達機関番号 806 ◎所在地番号 08
１ 改正された規則の名称等 国立研究開発法人
森林研究・整備機構契約事務取扱規程の特例
を定める規程
（https://www.ffpri.affrc.go.jp/
chotatsu-frmo/seifuchoutatsukouhyo/
index.html 参照）

２ この公表に関する問合わせ先
国立研究開発法人森林研究・整備機構森林総
合研究所総務部調達課調達専門役
ＴＥＬ0298298187

経済上の連携に関する日本国と欧州連合と
の間の協定に基づく公表
経済上の連携に関する日本国と欧州連合との間
の協定（平成30年条約第15号）第10・１条により
同協定第10章に組み込まれた政府調達に関する協
定（平成７年条約第23号）第19条第１項及び2012
年３月30日ジュネーブで作成された政府調達に関
する協定を改正する議定書第６条第１項の規定に
基づき、関係手続の改正を次のとおり公表する。
平成 31 年２月４日

独立行政法人農畜産業振興機構
◎調達機関番号 569 ◎所在地番号 13
１ 改正された規則の名称等
政府調達に関する協定等に係る物品等又は特
定役務の調達手続細則
（https://www.alic.go.jp/contract/
keiyaku.html）

２ この公表に関する問合わせ先
独立行政法人農畜産業振興機構経理部経理課
0335838149

（定義）
第２条 この機構達において、次の各号に掲げる
用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
一 物品等 動産（現金及び有価証券を除く。）
及び著作権法（昭和45年法律第48号）第２条
第１項第10号の２に規定するプログラムをい
う。
二 特定役務 改正協定の附属書Ｉ日本国の付
表５に掲げるサービス及び同附属書Ｉ日本国
の付表６に掲げる建設サービス（本機構達に
おいて「建設工事」という。）に係る役務をい
う。
三 調達契約 物品等又は特定役務の調達のた
め締結される契約（当該物品等又は当該特定
役務以外の物品等又は役務の調達が付随する
ものを含み、民間資金等の活用による公共施
設等の整備等の促進に関する法律（平成11年
法律第117号）第２条第２項に規定する特定
事業（建設工事を除く。）にあっては、民間資
金等の活用による公共施設等の活用による公
共施設等の整備等の促進に関する法律の一部
を改正する法律（平成23年法律第57号）によ
る改正前の同項に規定する特定事業を実施す
るため締結される契約に限る。）をいう。
四 一連の調達契約 特定の需要に係る一の物
品等若しくは特定役務又は同一の種類の二以
上の物品等若しくは特定役務の調達のため締
結される二以上の調達契約をいう。

（適用範囲）
第３条 この機構達は、機構の締結する調達契約
であって、当該調達契約に係る予定価格（物品
等の借入れに係る調達契約又は一定期間継続し
て提供を受ける特定役務の調達契約にあって
は、借入期間又は提供を受ける期間の定めが12
月以下の場合は当該期間における予定賃借料の
総額又は特定役務の予定価格の総額、その期間

の定めが12月を超える場合は当該期間における
予定賃借料の総額又は特定役務の予定価格の総
額に見積残存価額を加えた額とし、その他の場
合は、１月当たりの予定賃借料又は１月当たり
の特定役務の予定価格に48を乗じて得た額とす
る。）が次の各号に掲げる区分に応じ当該各号に
定める額以上であるもの（以下「特定調達契約」
という。）に関する事務について適用する。ただ
し、有償で譲渡（加工又は修理を加えたうえで
する譲渡を含む。）をする目的で取得する物品等
若しくは当該物品等の譲渡（加工又は修理を加
えたうえでする譲渡を含む。）をするために直接
に必要な特定役務（当該物品等の加工又は修理
をするために直接に必要な特定役務を含む。）又
は有償で譲渡をする製品の原材料として使用す
る目的で取得する物品等若しくは当該製品の生
産をするために直接に必要な特定役務の調達契
約に関する事務については、この限りでない。
一 物品等の調達契約 国の物品等又は特定役
務の調達手続の特例を定める政令（昭和55年
政令第300号）（以下「国の特例政令」という。）
第３条第１項に規定する財務大臣の定める額
二 特定役務のうち建設工事の調達契約 地方
公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の
特例を定める政令第３条第１項に規定する総
務大臣の定める額
三 特定役務のうち建設のためのサービス、エ
ンジニアリング・サービスその他の技術的
サービスの調達契約 国の特例政令第３条第
１項に規定する財務大臣の定める額
四 特定役務のうち前二号以外の調達契約 国
の特例政令第３条第１項に規定する財務大臣
の定める額

２ 前項の予定価格は、調達契約に関し単価につ
いてその予定価格が定められる場合にあっては
当該予定価格に当該調達契約により調達をすべ
き数量を乗じた額とし、一連の調達契約が締結
される場合にあっては当該一連の調達契約によ
り調達をすべき物品等又は特定役務の予定価格
の合計額とする。
（参加のための条件）
第３条の２ 契約担当職等は、調達の要件を満た
すために不可欠な場合には、関連する過去の経
験を要求することができるが、関連する過去の
経験を自国の領域において取得していることを
条件として課してはならない。

経済上の連携に関する日本国と欧州連合と
の間の協定に基づく公表
経済上の連携に関する日本国と欧州連合との間
の協定（平成30年条約第15号）第10・１条により
同協定第10章に組み込まれた政府調達に関する協
定（平成７年条約第23号）第19条第１項及び2012
年３月30日ジュネーブで作成された政府調達に関
する協定を改正する議定書第６条第１項の規定に
基づき、関係手続の改正を次のとおり公表する。
平成 31 年２月４日

国立研究開発法人情報通信研究機構
◎調達機関番号 816 ◎所在地番号 13
１ 改正された規則の名称等
情報通信研究機構の物品等又は特定役務の調
達手続の特例を定める細則
（http://www.nict.go.jp/tender/
4otfsk00000okr88-att/h31017186.pdf
参照）
２ この公表に関する問合わせ先
国立研究開発法人情報通信研究機構財務部契
約室契約管理グループ 電話0423276115

経済上の連携に関する日本国と欧州連合と
の間の協定に基づく公表
経済上の連携に関する日本国と欧州連合との間
の協定（平成30年条約第15号）第10・１条により
同協定第10章に組み込まれた政府調達に関する協
定（平成７年条約第23号）第19条第１項及び2012
年３月30日ジュネーブで作成された政府調達に関
する協定を改正する議定書第６条第１項の規定に
基づき、関係手続の改正を次のとおり公表する。
平成 31 年２月４日
国立研究開発法人
新エネルギー・産業技術総合開発機構

◎調達機関番号 815 ◎所在地番号 14
政府調達事務の取扱に関する機構達
平成26年６月30日 平成26年度機構達第２号
一部改正
平成27年３月31日 平成26年度機構達第40号
一部改正
平成31年１月11日 平成30年度機構達第７号
（趣旨）
第１条 この機構達は、国立研究開発法人新エネ
ルギー・産業技術総合開発機構会計規程（平成
15年度規程第７号。以下「規程」という。）第65
条の規定に基づき、1994年４月15日マラケシュ
で作成された政府調達に関する協定（以下「協
定」という。）、2012年３月30日ジュネーブで作

成された政府調達に関する協定を改正する議定
書によって改正された協定（以下「改正協定」
という。）その他の国際約束を実施するため、国
立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開
発機構（以下「機構」という。）の締結する契約
のうち、国際約束の適用を受けるものに関する
事務の取扱いに関し、契約事務の取扱に関する
機構達（平成15年度機構達第７号。以下「契約
事務機構達」という。）の特例を設けるとともに、
必要な事項を定めるものとする。
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